
。 感じ、防災士資格の重要性を実感することで取得意欲を高めて

　指標としている、上記課題の解決の柱の一つである自助・共 欲しいと考えている。情報発信については、地震・水害など災

助の中心を担う防災士がいる自主防災会の割合は、目標達成に 害の種類によって避難行動が異なることや“在宅避難の重要性

はもう一歩意欲を触発する取り組みが必要である。また、災害 ”を含めて、適切な避難の在り方や行動を掲載している戸田市

などに備えをしている市民の割合を増やすためには、市民に対 ハザードブック（R3.4発行）や市HP、防災訓練や消防防災フェ

して災害時の適切な行動や備えが行えるよう、災害を自分ごと アなどにより引き続き周知していく。なお、中学生防災士の育

として捉えることを促す情報発信が重要である。他には、住宅 成や、企業との連携などにも併せて力を入れ、共助の浸透を図

都市という地域特性から昼間人口の減少が顕著であり、昼間に りながら「災害に強いまちづくり」の実現を目指す。

発災した場合の担い手不足なども懸念している。 　また、消防団については、大規模災害が発生した際に、多く

　また、消防団については、昼間市外で勤務している団員の増 の団員が招集できるよう、招集訓練などを通して意識づけをし

加により、出動割合に影響を与えている。 ていくが、今後は、各分団ごとにしっかりとした活動ができる

よう工夫していく。

戸田市 施策評価シート

作成日 令和 6年 6月21日 作成部局名 危機管理防災課 担当部局名 消防本部

１．施策の位置づけ ＜PLAN＞
担当課

基本目標 担当課

担当課

関係課

施　　策 関係課

関係課

施策の目的

２．施策の主な取り組み ＜DO＞
取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

３．施策の指標における成果（主な指標）＜CHECK＞
指標の説明 達　成　値

指標名 単位 目標値
( 算　定　式 ) 当初値 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

その他施策の取組事項に

係る成果

４．施策の展開 ＜ACTION＞

課 対

応

題 策

危機管理防災課

04
安全な暮らしを守るまち

消防本部総務課

16
地域防災力・危機管理体制の充実・強化

自然災害や武力攻撃事態等から市民を守るため、地域防災の要となる自主防災会や消防団を含めた体制の整備や危機管理体

制の強化を図ります。また、市民一人ひとりが災害に対する考え方や知識を持ち、防災・危機管理意識を高め、有事の際に

はお互いに助け合うことのできる地域づくりを進めることにより、災害に強いまちの実現を目指します。

防災施設等整備事業

防災意識開発等事業

自主防災会に防災士がいる 防災士資格取得者がいる割合
％ 100 63.8 70.2 74.5 76.6

割合 (戸田市地域防災計画 )

災害などに備えをしている 何らかの対策をしている市民の割合
％ 93.9 93.9 94.7 - 94.7

市民の割合 (市民意識調査 )

消防本部からの出動要請に 消防団員の出動割合
％ 51以上 51 0 53.8 44.4

対する消防団員の出動割合 (消防本部の出動要請による )

　首都直下地震や水害リスクが高まるなか、これまで以上に防 　防災士がいる自主防災会の割合については、戸田市自主防災

災意識を高めるため、「自助・共助・公助」の理念を踏まえた 組織連絡協議会と連携し、避難所運営委員会を引き続き開催し

対策が求められている。また、令和元年東日本台風襲来時に混 ていく中で、“避難所運営には専門的な知識や経験が有効”と

乱した避難所運営に一抹の不安を感じている



（危機管理防災課）

自衛官募集事業

法
定

133

135

－ － １ ○ Ｂ Ａ Ｂ Ａ 法01 01 02 01 10 02 01 135

補助金の交付と自衛隊への入 75

隊広報活動への協力。 325

01 防災事業　（危機管理防災課）

防災施設等整備事業

任
意

89,796 施策の目的にある「自然災害や武力

146,816 攻撃事態等から市民を守る」には、

○ － ２ ○ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ01 01 09 01 04 01 01 182,901 本事業による事前準備や設備整備が

防災行政無線や災害用発電機 182,638 寄与するため、事業を引き続き実施

、井戸・貯水槽などの設備、 4,551 する。

防災意識開発等事業

任
意

38,119 施策の目的にある「有事の際にはお

49,374 互いを助け合うことの地域づくり」

○ ○ １ ○ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ02 01 09 01 04 01 02 96,670 には、本事業による防災意識の向上

防災基本条例の策定により、 96,670 が寄与すると見込まれるため、事業

市、市民、防災関係機関等の 13,977 を引き続き実施する。

地域防災計画事業

義
務

4

251

－ － １ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 義03 01 09 01 04 01 03 251

災害対策基本法等の各種防災 251

関係法令や、防災基本計画、 6,176

戸田市

危機管理防災センター

施

整備事

任
意

0 事業の方

策

向性を既存の市役所本

評

庁舎

業 0 内に危機管理

価

防災センター機能を付

シ

○ － ９ ○ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ 終9

ー

4 01 09 01 04 0

ト

1 94 0 与することと

作

し、防災施設等整備事

成

　荒川氾濫時に市内全

日

域が浸 0 業の中で本市

令

に必要な機能・機器を

和

水すると想定されてい

 

る現状 0 整理する。

6年 6月21日 作成部局名 危機管理防災課 担当部局名 消防本部

○結果と今後の方向性

進捗状況
（Ａ躍進中、Ｂ予定通り、Ｃ遅れ気味） 説　明

（総評）

今後の方向性（予算） 令和０６年度（事業費総額） 令和０７年度 令和０８年度 令和０９年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

今後の方向性（人員） 令和０６年度（人件費総額） 令和０７年度 令和０８年度 令和０９年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

５．事務事業の検討 【一般会計】 （単位：千円）

事務事業評価の結果 担当部局の評価
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計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R6予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
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の
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平
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事業費R コメント
7

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

　防災士がいる自主防災会の割合の向上を視野に入れ、避難所の適切な運営に向けた連絡協
議会を開催しているが、コロナ禍により取得者が伸び悩んだこともあり、まだ目標が達成で
きていない。引き続き、防災士資格の重要性を周知して達成を目指していく。情報発信につ
いては、防災訓練参加者の大幅増も見られ、予定通り進んでおり、目標も達成している。

Ｂ

224,192 ↑ 308,465 ↓ 137,322 ↓ 132,520
　今後、「災害に強いまちづくり」を実現し、自然災害等から市民を守るために必要となる機能や機器を整理し、設備の更新と機能の拡充
に努める必要があるため、向こう３年間の事業費は、行政が公助の役割を担うために必要な経費である。

35,690 ↑ 36,341 ↓ 35,690 → 35,690
　市民・地域・行政が一体となり災害に立ち向かうためには、市民・事業者等の防災意識の向上と行政として現在備えている防災機能の維
持・向上を図る必要がある。そのためには、現状の人員は維持し、必要に応じて業務の特殊性・専門性を考慮し、限定的に人員を追加投入
するなどの措置は必要である。

02 自衛官募集事業　



理防災課 担当部局名 消防本部

５．事務事業の検討 【一般会計】 （単位：千円）

事務事業評価の結果 担当部局の評価
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事業費R コメント
7

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

03 国民保護事業　（危機管理防災課）

国民保護計画事業

法
定

1

303

○ － １ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 法01 01 09 01 04 03 01 303

国民保護計画は、国の「国民 303

の保護に関する基本指針」と 3,251

xx 地域強靭化計画事業　（危機管理防災課）

地域強靭化計画事業

任
意

0 総合振興計画と整合・調和を図り、

0 一体的に策定した地域強靭化計画の

－ － ２ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ00 01 xx xx xx xx 00 4,969 進捗状況を管理するためには、本事

国土強靱化基本計画、埼玉県 4,969 業は必要である。

地域強靱化計画など上位計画 975

01 消防団運営活動事業　（消防本部総務課）

消防団運営活動事業

義
務

23,408

27,313

○ － １ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ 義01 01 09 01 02 01 01 23,236

団員報

戸

酬・退職報奨金の支給

田

22,257

、分団運

市

営交付金の交付、消 7

施

,086

策評価シート

作成

R

日

5決算額 R6計画額 R

令

7予算額
計（千円） 事

和

業費 151,461 2

 

24,192 308,

6

465
うち一般財源 1

年

39,733 163,

 

435 307,163

6

事業の方向性： １現状

月

で継続　 ２拡大して継

2

続 ３縮小して継続　　

1

　４他事業と統合　　

日

　５休止　　　６その

作

他見直し

７令和7年度

成

で終了 ８令和6年度で

部

終了 ９令和5年度で終

局

了

名 危機管


